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窺度であることに注目したい。   
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く第2衰〉 昭和68年への注力度高位項目（広告会社）  
145  
注 力 率   広告会社  
昭60   昭59  取扱率  
サービス項目  
％  ％  ％  
32．0  87．9  96．0  
22．0  55．2  76．0  
4．0  58．6  76．0  
20．0  51．7  64．0  
22．0  63．8  76．0  
％  
1クリエイティブ制作  15．5  
14 新製品開発参画（クライアントの） 
12【ダイレクト・マーケテイング  13．8  
16 新媒俸企画開発（ニューメディア等）12．1  
8 カルチャー～ スポーツイベント等  6．9  
17 CIプログラム  6．9  
23 国際広告  6．9  
10 プレミアム・マーチャソダイジング 5．2  
13 出版物企画編集  5．2  
14．0  55二2  
6．0  37．9  
2．0  51．7  
6．0  55．2  
???????????
荘：注力寧5％未満の項月は省略  











一対外関係強化（PR・その他）   
2∴1）、AEのマーケテイング発想強化  
877   





3、経営の効率化（社員数を増加せず売上拡大を図る。他分野進出も同様条   
件で実施する）   






8．成長性，収益性，生産性の面で伸びがなくなりつつある。広告業を取り   





1．広告界にとって，オイルショックにも比すべき大型消費税，広告費課税   
は遅かれ早かれ実施されるものと思われるので，それを克服できるより強   
敬な企業体力をつくること  
2．まず内需拡大を望む。消費不振により中小サービス業ほ四苦八苦の状態   
で，弊社の主要取引先である同分野の出稿が減っている。それが解消すれ   
ば取扱高は自然にふえる  
3．東京市場における売上高シェアの拡大，セールスプロモーショソ業務の  
878   
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効率化と利益率の向上  
4、広告会社として総合力，鼠織力の強化（媒体折衝力，クリエイティブカ，   










1．企業格差の増大，イベント志向の増強，電波志向など，プレス離れの分   
野の企業を再考させるための企画（メディアミックス等による）で，再検   
討を要請している。とくに，ニューメディアの企画・活用方法で，クライ   
アント・ニーズが多様な変化をみせることも予想されるので，その対策も   
大切  
2．企業競争力をアップすることにより，経営効率を改善し，利益率を上げ   
て行きたい。つまり，より質の高い仕事で，より高いマージン率を確保す  
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1．全社的な体質改善を最優先。ニューメディアソフトの開発，ケミカル・   
素材関連など成長産業分野に対応すべく各専門家の導入，専門知識習得ま   
たは外部専門家集団との提携を意欲的に推進。業務の拡大，広告ソースの  
開発を図る   
2，新規クライアント獲得のため，プレゼンテーションの質の強化，イベン   
トSP部門の充実強化   
3．新聞部門の営業基盤整備，および新規事業の営業体制の確立と次の拠点  
の決定   
4．受注の増加を期し，人材の確保とともに安定した経営に専念する   
5．従来の高度成長期またほ消費経済のマス中心の展開を，今日の低成長に  
対応する広告展開からみてどう開発・改良させるか。これからの，とくに  
中小広告業の課題である。当社もマス4媒体は基本的にはあるが，複合的   
志向で新媒体企画開発を中心に，人材ともども育成発展させ，広告業を経   
営コンサルタント的な資質をもって変容させる方針   
6．社員教育（人材育成），OA等事務磯器導入，SP分野の拡充   
7．SPならびにイベント業務の拡大，社員教育   
8．売上げおよび利益の増大・確保（2社）  
880   







2．マス媒体中心の広告から，“狭告”も含めて，コミュニケーショソ専門   
会社への脱皮を因っている。従って，広告会社を名刺からとり，地域密着   
のイベント開発などに重点的に取組んでいくつもりである  










1．創業以来，売りの完結の場として店頭重視をモットーとしてきたが，近   
来とくにその重要性が増しつつある。従って，1）店頭SP活動体制の強   
化とともに，2）各業種，ランクの店頭活性化のトータルな仕組みづく り   
（メーカーセールス→却→店頭），3）店頭活動から得る日常情報の処理シ   
ステムとそれへの即応活動システムづくり  
881   
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2．人材の育成増強を図り，クライアントの新規開拓，シュアの拡大，扱い   













8．新規得意先の開発（2社）   
以上のグループ別回答を，経営政策，財務政策，人事政策，営業政策などか  
ら整理すると次のようになる。なお各項目最後部の記号は前述の通り。  
1 経営政策  
① 事業展開   
1）新規事業，他分野進出。伍）2社   
2）マーケティング・エソジニ・アリソグ磯能の拡充。（勾   
3）マス中心ではなく，トータルなマーケティング・コミュニケーション  
の提案。（勾   
4）従来の広告代理店概念を越えた事業展開。の  
882   
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5）総合代理店壊能の強化。頂   
6）新規メディアへの進出または対応。伍）2社 頂   
i．CATV，キャプテンへの対応。O3）㈲   
ii．キャプテン・ソフトの研究。（B   
7）広告業に経営コンサルタント的資質を拡充。鋤   
8）海外ネットワークの確立。㈲  
② 事業整備  
1）経営刷新のため「経営五ケ年計画」の策定と実行。払）   
2）経営組織・技術・能力・情報の開発強化。紬㈱   
3）OA推進による情報処理拡充。虹カ（SP）   
4）案内広告など，専門分野路線への邁進。駐）   
5）本社ビルおよび工場建設などへの設備投資。（SP）   
6）効率経営。（勾（窃   
7）＼東京支店の開設。め  
151  
2 財務政策   
1）粗利益率の向上，確保。㈲個   
2）利益率向上，収益率拡大，確保。㈲の2社，錮2社，の   
3）付加価値率の向上。㈲  
3 人事政策   
1）社員教育，社員の質的向上，人材育成。偶㈲の鋤2社，の（SP）   
2）社員？マーケティングカ，企国力の向上。鋤   
3）社員研修を鼠織的に実施。とくに幹部社員研修強化。の   
4）中堅以下，若年層の育成。の   
5）ニューメディア（ソフト）開発への専門知識習得。のの   
883   
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6）ディレクター，AEの育成強化。弼（SP）  
7）外部専門スタッフ，専門家集団の導入と提携。㈱嘲（SP】  
4 営業政策   
1）新規クライアントの獲得，拡大。伍）3社，㈱（SP）3社   
2）売上高向上。㈲卸の錮3社   
3）既存クライアントの深耕，確保。㈱㈱   
4）東京市場の拡大。㈲2社   
5）新規大型クライアントの開発，凄待。申〉吋   
6）成長産業分野クライアント開拓。桐   
7）PR・その他の対外関係強化。（勾   
8）AEのマーケテイング発想強化。囚   
9）フィールド・マーケテイングの強化。伍）  
10）制作部門のクリエイティブカの強化。弼㈲2社；㈲（S壬り2社   
11） マス中心でほなく，トータル・マーケティング・コミュニケーシ′ヨニン  




14）メディア・ミックス等による広告企画の活用。栂   
15）新聞営業基盤の整備と強化。の2社   
16）TV（番親）セールス強化。㈱の   
17）プレゼソテーショソの質の強化。錮   
18）イベント開発とその推進強化。の鋤2社，■胸2社，（SI〉）   
19）製作会社の選択枠の拡大。（SP）   
20）媒体データの充実。（S‡i）  
884   
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21）′見積価格への適正評価努力。（SP）  









（叶 正当なサービスに対する正当な報酬   
さらに今後の展望として，広告業界をとりまく環境の変化を取上げ，とれを  
（1）消費者の変化，（2）産業構造の変化，（3）メディアの変化に区分する（各変化の  
詳細説明については上掲の「広告業の現状と展望」を参照されたい）。   
広告業の将来展望に関しては日本広告業協会は次のような見方をする（以下  
要旨）（21。（1）広告の機能の変化 消費者，企業，メディアの三者の変化に伴い  
広告機能も変化しよう。大量販売のための情報伝達の磯能は変ってきている。  







が定着しよう）。（2）広告会社の対応 広告代理業という呼び名よりもマーケテ  
885   
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ィング＆コミュニケーショソ会社というような新しい姿に変わろう。そして具  
体的には次の点で業務拡大が見込まれると主張する。  
（D SP，その他の分野の拡大 セールス・プロモーショソ型コミュニケーシ  
ョンが活発化していく。スポーツ・イベント㌣文化活動，博覧会，各種フ  
ェアなどライブ・メディアともいうべきイベント催事のオーガナイズ機能   
と伴に，これに関連するPOP広告，ポスター，セールス企画などSPメ  
ディアにかかわる業務が拡大する。   
② 細分化メディアの発達 対象や地域を限定したニューメディア，またほ  
それらをネットワーク化したニューメディアに対し，広告会壱二は広告メデ  
ィアとしての可能性を広げる役割を果たそう。   
③ 販売チャネル枚能を一部吸収 広告業界はダイレクト・マーケテイング   
の分野の取扱いに参画するようになるだろう。物流を除く販売チャネル磯  
能を広告業界が取扱うことが可能となっていく。   
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態が変革する），3 広告会社の境能拡大に伴う課題（1）ノウハウの開発と人材  
育成，（2）新しいビジネス体系の確立（新しい取引形態や料金俸系を確立する必  
要がある），4 広告に対する偏向認識等の間置。  
3 各社の将来の方向  
筆者監修「昭和60年広告会社寮4回ビジネスサーベイ」の調査結果，さらに  




の数社だけに限りたい。   
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1985年1月，27号より）。   
さらに何社かのエージェンシイにも言及しておきたい。売上高，つまり取扱  
い高第3位の広告会社ほ大広である。この社の基本的な目標としては，外部目  
889   
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レクト・マーケティングのノウハウなどの開発）などが注目されるところのも  
のとなっている。この社はプロモーソヨナル・コミュニケーショこ／・エージェ  











〔追記〕Forward to，90計画について   
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く第1図〉 大広の広告計画意思決定サポートシステムくADSS〉（1985、3．11現在）  
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l番組視聴者特性＼  
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番組視聴寧時 系列分析（個人）  
・（TVTREND2）  
′■‾‾‾‾－ 、  
J提供番組分析  ′ ′ 調達レベル  
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′ l自社企画杏検索 】  内部情報レベル1   
即YTUR）J  
・＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿ノ  イベント検索   
mTIR） ■、 
●＿＿＿＿▲．．．．．．＿＿＿－′  
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トー ■－■－－－－－－、 耶【R）ノ  
ー＿．＿＿＿＿山ノ妄   
貯R田瓜R）ノ ヽ－●●∵●■－■一一  
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0 小品在大量生産主義から多晶僅少量主義へ  
0 ブランドマーケティングからコーポレートマーケテイングへ  
0 一括情報提供型コミュニケーショソから個別情報提供型コミュニケーショ   
ン′へ   
0 マスメディア中心主義からマスメディア＆パーソナルメディア併存主義へ  




o SP分野の充実  
0 プランニソグ＆コンサルティング能力の強化  
0 ニューメディアへの取組み  












「物」と「情報」を統合して処理するコミュ＝ケーションオーガナイザーとし   
894   










してのハーベストンの機能拡充の方向は次の諸 点である。（1）SDシ／ステムの  
完成 第1ステップで戦略基礎を構築し3ケ年計画でシステムの完成をほかる，  
（2）付加価値サービス（mS）ができる機能 価値ある情報にはクライアントは  
代価を払う時代とななった。コミュニケーショソ・ディベロッ′く－とLて情報  
を収集・加工・蓄積・伝達・販売に関わるサ【ビスの捷供をシステム化する，  
（3）事業領域の拡大 閑適事業の多角化としてダイレクトヤーケティソグ，物流  
研究，システム・セールス磯能の充実などの新事業の計画に着手する，匝）会社  
経営方式 一社の組織・規模を拡大するのではなく■，境能別，また新事業尊ビ  
ジネスチャンスがあれば別会社で展開することも考え，グループ化によるハー  
ベストソグループとしてのスケール拡大を意図する，（5）人材開発・研究開発  
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（1）ベイシック・ステージ 企業理念を周知するコミュニケーション 例：  
企業スローガン，社内報など  
（2）プロダクト・ステージ 商品に付属するコミュニケーション 例：ネー  
ミング，パッケージなど  
（3）セルイン・ステージ 営業社員・流通経路に対するコミュニケーショソ  
例：営業研修，営業マニュアル，展示会，販促マニュアルなど  
（4）イン・ストア・ステージ 陳列・店内演出コミュニケーショソ 例：エ  
ンド陳列，シェルフ陳列，店内キャンペーン，POP広告など  
（5）セルアウト・ステージ 購入刺激・生活提案コミュニケーション 例：  
プレミアム，懸賞キャンペーン，生活情報誌，ダイレクト・メールなど  
89る   





ーショこ／ズである。   
なお，上述の（1）～（5）ステージの施策例を例示すると第2図のようになる（た  
だし ベーシック・ステージとプロダクト・ステージの場合は除く）。  








グ・アンド・ルビカム電通（ニューヨーク），ヤング・アンド・ルビカム   
電通（ロサンゼルス），DYR（マレーシア・クアラルソプ⊥ル），DYR   
（香港），DYR（DYR AdvertisingPte．Ltd．，シンガポール），DYR（／（  
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統一スローガンの企画制作  販売店内説明ツール企画制作  営業所長用マニュアル企画制作  
キービジュアル設計制作etc．  キャンぺ－ン推進ツール企画制作  セールスマン用マニュアル企画制作  
店主馬マニュアル企画制作  放売店用マニュアル企画制作etc．  
実額促進イベント企画制作  店員用マニュアル企画制作etc．  
消費者懸賞企画制作  説明スライド企画制作  
展示即売会等の会場演出  商品ラック企画制作  会場装飾ツール企画制作  
来店、来場促進プラン企画制作  定番拡大用シェルフツール企画制作  ＝説明パネル企画制作  
■  
jjク堅マーチャンダイジング・ツール  訪販プラン企画制作  出席者配布物企画制作etc．  企画制作eてC，  
購入単価の増進企画etc、  
営業所単位のコンテスト企画i  店内演出ツール企画制作  
TVCF企画制一作  
店内キャンペーン展開ガイド  
企画制作  新間雑誌広告の企画制■作  コンテストの演出企画  
チラシ、DMの企画制作  店内売出し企画制作  報償プラン企画（含む景品）etc、  







商圏顧客の管‡翌システム  ユニフォーム企画制作  塁妓店本部用企画審判作etc．  
地元行事への  
クィアッ78プラン企画制作  店内コンテスト企画  
チエ・アップ企画erc、  パブリシティ計画et〇＿   セールスマン研修カリキュラムe；c．  
キこの一貫システムの内容ご′ま一意的なセールスキャソぺ－ソの飼。  
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いが，グルーバル・ネットワーク化は主要エージェンシイ間で大きな課題   
となっている。また外資系の広告会社はグローバル・ネットワークの充実   
化をセリングポイントにしてわが国の多国籍広告主をより開拓しようとす   
る動きをより強くするようになるだろう。  
（2）コミュニケーション・サービス額域の拡大化 広告会社の扱うコミュニ   
ケーション領域がますます拡大するのは必至である。広告会社のサービス   
を above－the－1ine promotionとbelow－the－1inepromotion から区分   
すると，これからほ後者のサーさスにもより関心が払われ，その充実化が   
進められるようになるであろう。またプロモーショソまたほマーケティン   
グ・コミュニケーショソの分野を超えたコーポレット。コミュニケーショ   
ソの一部をも扱うようになるであろう。加えて，都市とか地域再開発，特   
定地域の産業振興，地域文化づくりなどのコミ 
ジェンシイ ・サービスは拡大しよう。現にそのような動きが出ている。  
（3）コミュニケーション媒体または手段の多様化 これほ上掲の（2）と密接な   
関係がある。コミュニケーション媒体の種板も次第に多様化の一途を辿る   
ようになるであろう。これからのニューーiエレクトロニック・メディアの   
動きに注目さかたい。日本広告業協会広告問題研究委員会は，ニューメデ   
ィアの利用可能陰について次のように主張する。「①新しい広告メディア   
としての利用 CATV，PCM放送，キャプテン，テリドン，テレテキス  
ト  CATVはコミュニティ性とネットワークの2面をもっており，両   
面から現在のマスメディアに影響を与えることは事実であちう。②販売促   
進ツー ルとしての利用 VRS，キャプテン，テリドン，INS，ミニファク   
ス，VD，CD，VTR，テレテキスト，CATV，ペイ・テレビ  ホームシ   
ョッピングなどの無店舗販売や，その対極としての対面販売における専門   
性の高揚のために各壇メディアが利用される。これらの流通形態の変化に   
も着目していかなければならない。③流通への情報伝達など営業面での利  
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〈第3表〉 ニューメディ7の普及率（18％，30％，50％）別予測分布  
（出所：日本民間哉送達盟放送野党筋，「民放新 兵期予測ハソドブック’85～2，000」．昭和60年7月，iii）   
用INS，VRS，キャプテン，テリドン，ミニファクス，VD，VTR，④消   
費者サービスの一環として教育，啓蒙的生活情報の提供として利用   
CATV，テレテキス上］削S．」（4）。広告，販促さらにはマーケテイング・コ   
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ミュニケーション手段としてニュー・エレクトロニック・メディアが次第   
に考慮されるようになるのは必定である。ニューメディアの媒体化には普   
及率が関係する。日本民間放送連盟放送研究所の「く1985年7月，民放研   
データバンク報告書〉長期予測ハンドブック’85～2000」によれば，12の   
ニューメディアに閲し，アンケ⊥ト調査に基づく成長パターシの予測（ニ   
ューメディアの普及率く10％，30％，50％〉）別予測分布は第3表の通り   
になる。当研究所は「これよりみて鱒上テレビへの影響が顕在化しはじめ   
るのは94～95年（普及加速期，30％普及）前後，大きな影響が出はじめる   
のは96～97年（50％普及期）前後からと予測される」（5jと言う。  
匝）エイジェンシイの人材の開発・強化化 広告会社の資産は「人」である。   
エイジェンシイを発展させる鍵はその人材にある。各エイジェンシイが人   
材強化にかなり熱心なのはこのためである。国内・国外での広告会社間の   
競争に打ち勝つには，広告主のニーズに的確に応えられるとともに競合会   
社よりもより優れたコミュニケーショソ・サービスを提供できるアドマン   
を抱えていなければならない。人材の開発・強化策はエイジェンシイのト   
ップ．マネジメントにとり，これからも最重要課題の一らになり続けるで   
あろう。  
（5）エイジェンシイ経営の収益性意識の増大化 たとえば某広告会社ほ経営   
5カ年計画を策定，1．国内営業力の強化，2．海外事業の拡大，3．新規   
事業の開発，4．利益管理の徹底，【6）以上の目的達成のための諸制度の整   
備などの5本柱を明らかにし，現在その実現化に向って動いている。（7）ま   
た他のエイジェソシイは生産性の向上，管理方式の合理化，粗利益の向上   
を打ち出している。【8）広告会社は全般的に収益性，生産性向上意識をます   
ます高めるようになるであろう。  
（6）エージェンシイの新規事業の開発化 広告会社のメディア・コミッショ   
ンへの依存度はこれからも菰いことは確かであるが，新規事業の開発によ  
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り，エージェソシイ・ どリングの増大をねらうのは一般的な傾向となるで  
あろう。某代理業ほ情報販売業としての摸能の遂行を通じて売上高の増を   
意図している。（9）新規事業の開発ほ困難なことであるが，エージェソシイ   
の発展を期する上でこれは大きな影響要因となる。  
（7）エージェンシイの高度情報処理企業化 某エージェソシイはより付加価   
値の高い情報サービスを提供する「高度情報処理企業」へと飛躍・発展を   
目指している。わが国での主要エイジェソシイはその程度・水準の差ほみ   
られるにしても，このような方向を辿るようになるのは必定である。この   
た如こ，企業側のコミュニケーショソ活動はこれからはより効果的効率的   
なものになるであろう。  
〔付 記〕   





（3）日本広告業協会，同上，30～35ページ。   
毎）日本広告業協会，同上，32ページ。  
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